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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

 

回次
第73期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第74期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第73期

会計期間

自　平成20年
　　　４月１日
至　平成20年
　　　６月30日

自　平成21年
　　　４月１日
至　平成21年
　　　６月30日

自　平成20年
　　　４月１日
至　平成21年
　　　３月31日

完成工事高 (百万円) 3,599 4,206 25,398

経常利益又は
経常損失(△)

(百万円) △246 △180 430

当期純利益又は
四半期純損失(△)

(百万円) △198 △101 247

純資産額 (百万円) 4,008 4,231 4,376

総資産額 (百万円) 18,763 17,163 19,057

１株当たり純資産額 (円) 308.93 326.01 337.11

１株当たり当期純利益
又は四半期純損失(△)

(円) △15.42 △7.86 19.20

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 21.2 24.5 22.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 734 2,050 △1,041

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △0 91 207

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 106 △733 △252

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 5,135 4,614 3,206

従業員数 (名) 466 467 457

(注)１　完成工事高には、消費税等は含まれておりません。

　　　２　第73期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載していません。

３　第73期第１四半期連結累計(会計)期間及び第74期第１四半期連結累計(会計)期間の潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益については、１株当たり四半期純損失が計上されており、また、潜在株式がないため記載していません。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれる事業の内容に

重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

 

３ 【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

平成21年６月30日現在

従業員数(名) 467

 

(2) 提出会社の状況

平成21年６月30日現在

従業員数(名) 361
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第２ 【事業の状況】

１ 【受注及び売上の状況】

(1) 受注実績

当第１四半期連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。

 

事業の種類別セグメントの名称 受注高(百万円) 前年同四半期比(％)

建設事業 4,600 △31.4

その他の事業 ― ―

合計 4,600 △31.4

 

(2) 売上実績

当第１四半期連結会計期間における売上実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。

 

事業の種類別セグメントの名称 売上高(百万円) 前年同四半期比(％)

建設事業 4,204 ＋16.9

その他の事業 1 △4.6

合計 4,206 ＋16.9

(注) １　当社グループでは建設事業以外は受注生産は行っていません。

２　当社グループでは生産実績を定義することが困難でありため「生産の状況」は記載していません。

３　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

 

相手先

前第１四半期連結会計期間 当第１四半期連結会計期間

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％)

古河電気工業㈱ 607 16.9 325 7.7

４　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(3) 売上にかかる季節的変動について

　　建設事業においては、契約により工事の完成引渡しが第4四半期連結会計期間に集中しているため、第１四半期連結会計期

間から第3四半期連結会計期間における完成工事高に比べ、第4四半期連結会計期間の完成工事高が著しく多くなるといっ

た季節的変動があります。

 

２ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

３ 【経営上の重要な契約等】

富士電機Ｅ＆Ｃ株式会社及び富士電機総設株式会社との合併契約
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当社は、平成21年5月22日開催の取締役会において、平成21年10月１日(予定)を効力発生日として、富士電機Ｅ＆

Ｃ株式会社を存続会社、当社及び富士電機総設株式会社を消滅会社とする吸収合併を行うことを決議し、同日付で

富士電機Ｅ＆Ｃ株式会社及び富士電機総設備株式会社との間で合併契約書を締結しました。当該合併契約書につ

きましては、平成21年６月26日開催の第73期定時株主総会において承認を得ています。

なお、合併の目的、その概要については、以下のとおりであります。

（1）合併の目的、合併する相手会社の名称、合併の方法、合併後の会社の名称、合併の期日

①合併の目的

当社は、古河電気工業グループの１社として電気工事及び情報通信工事等に強みを有して事業展開していま

す。富士電機Ｅ＆Ｃ株式会社は、富士電機グループの１社としてプラント電気計装工事を中心としたビジネスを

展開しています。富士電機総設株式会社は、富士電機グループの１社として産業プロセス空調工事を得意として

事業を行っています。

設備工事業界は、電気、計装、空調、情報通信などのサブセグメントから構成されており、電力系、旧公社系、

メーカー系、地場等の異なる経歴を持つ極めて多くの企業がしのぎを削っている厳しい状況にあります。一方、

国内市場は1990年代最盛期の70％程度に縮小し、この数年若干持ち直したもののグローバル化と少子化という

大きな流れの中で中長期的には一段の縮小は避けられず、更に昨今の金融不安からの実体経済への波及を見れ

ば20％以上の急激な市場縮小の状況になっています。

このような市場の動向に加えて、近時の顧客のニーズを踏まえれば、設備工事分野で勝ち残っていくには顧客

の様々な要望にトータルで応えられる総合設備エンジニアリングへの挑戦とグローバル化対応の海外進出が不

可欠です。また、事業拡大や顧客拡大には技術開発を含めた先行投資が不可欠なことや、近来のガバナンス及び

コンプライアンスに対する要請に応えるには一定の事業規模が必要であります。

こうした中、当社、富士電機Ｅ＆Ｃ株式会社及び富士電機総設株式会社は、それぞれの得意分野で競合すると

ころがほとんどなく、各社の保持技術とノウハウを効果的に組み合わせることにより、従来にはなかったエンジ

ニアリングに強みをもつ総合設備工事会社としての展開が可能です。また、富士電機Ｅ＆Ｃ株式会社が行ってい

る海外事業においても、当社及び富士電機総設株式会社の２社を組み合わせることで一層の事業拡大が見込ま

れます。

以上から、当社、富士電機Ｅ＆Ｃ株式会社及び富士電機総設株式会社は、将来を見据え、顧客の幅広いニーズに

対応する総合設備工事会社を目指し、本合併を行うことといたしました。

②合併する相手会社の名称

商号
富士電機Ｅ＆Ｃ株式会社

富士電機総設株式会社

 

EDINET提出書類

古河総合設備株式会社(E00270)

四半期報告書

 5/25



 

③合併の方法、合併後の会社の名称

合併の方法
富士電機Ｅ＆Ｃ株式会社を存続会社とする吸収合併方式とし、当社
及び富士電機総設株式会社は解散します。

合併後の会社の名称
富士古河Ｅ＆Ｃ株式会社

(英文名 FUJI FURUKAWA ENGINEERING & CONSTRUCTION CO LTD.)

④合併の期日

　平成21年10月１日(予定)

 

　（2）発行する株式の種類及び合併比率、その算定方法ならびに交付予定の株式数

　　①株式の種類及び合併比率

　　　株式の種類　　普通株式

　　　合併比率

会社名
富士電機Ｅ＆Ｃ株式会社

(存続会社)
古河総合設備株式会社

(消滅会社)
富士電機総設株式会社

(消滅会社)

合併比率 １ 1.2 7.4

　　②合併比率の算定方法

　　　当社、富士電機Ｅ＆Ｃ株式会社及び富士電機総設株式会社は、本合併に用いられた合併比率の算定にあたって、公

正性・妥当性を確保するため、それぞれ各社から独立した第三者算定機関に合併比率の分析を依頼することと

し、当社はＧＣＡサヴィアン株式会社を、富士電機Ｅ＆Ｃ株式会社はビバルコ・ジャパン株式会社を、富士電機

総設株式会社は坂上信一郎公認会計事務所をそれぞれ第三者算定機関に選定しました。

ＧＣＡサヴィアン株式会社は、当社普通株式、富士電機Ｅ＆Ｃ株式会社普通株式、富士電機総設株式会社普通

株式それぞれについて、市場株価平均法並びに類似会社比較法、修正純資産法及びＤＣＦ法を採用して算定を行

いました。但し、市場株価平均法は、市場株価が存在する当社普通株式及び富士電機Ｅ＆Ｃ株式会社普通株式に

ついてのみ採用しており、非上場である富士電機総設株式会社普通株式については採用しておりません。

ビバルコ・ジャパン株式会社は、当社普通株式、富士電機Ｅ＆Ｃ株式会社普通株式、富士電機総設株式会社普

通株式それぞれについて、マーケット・アプローチとして市場株価法並びに類似会社比較法、アセット・アプ

ローチとして修正純資産法及びインカム・アプローチとしてＤＣＦ法を採用して算定を行いました。但し、市場

株価法は、市場株価が存在する当社普通株式及び富士電機Ｅ＆Ｃ株式会社普通株式についてのみ採用しており、

非上場である富士電機総設株式会社普通株式については採用しておりません。

坂上信一郎公認会計事務所は、当社普通株式、富士電機Ｅ＆Ｃ株式会社普通株式、富士電機総設株式会社普通

株式それぞれについて、マーケット・アプローチとして市場株価法並びに類似会社比較法、アセット・アプロー

チとして修正純資産法及びインカム・アプローチとしてＤＣＦ法を採用して算定を行いました。但し、市場株価

法は、市場株価が存在する当社普通株式及び富士電機Ｅ＆Ｃ普通株式についてのみ採用しており、非上場である

富士電機総設株式会社普通株式については採用しておりません。

 

合併比率の分析結果を参考に、それぞれ当事会社３社の財務の状況、資産の状況、将来の見通し等の要因を総

合的に勘案し、当事会社３社で合併比率について慎重に協議を重ねた結果、最終的に上記合併比率が妥当である

との判断に至り、合意いたしました。

　　③交付予定の株式数　普通株式：25,332,809株(予定)

　　　当社が保有する自己株式642株、富士電機Ｅ＆Ｃ株式会社が保有する当社の普通株式1,000株及び富士電機総設株

式会社が保有する当社の普通株式2,000株については、本合併による株式の割当てを行いません。なお、これらの

保有株式数は、いずれも平成21年４月30日現在の数値に基づく見込値であり、変動する可能性があります。
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　（3）合併当事会社の概要(平成21年３月31日現在)

商号
富士電機Ｅ＆Ｃ㈱
(存続会社)

古河総合設備㈱
(消滅会社)

富士電機総設㈱
(消滅会社)

事業内容
プラント向け電気計装設
備工事、建築工事

電気設備工事、空調・給排
水衛生設備工事、情報通信
工事、建築工事

空調・給排水衛生設備
工事、電算室設備工事

設立年月日 大正12年10月１日 昭和22年８月29日 昭和51年９月21日

本店所在地 神奈川県川崎市 東京都大田区 東京都中央区

代表者の役職・氏名
代表取締役社長
小池　文章

代表取締役社長
小倉　俊次郎

代表取締役社長
木田　友康

資本金 1,970百万円 1,817百万円 1,270百万円

発行済株式数 19,800,000株 12,877,500株 1,335,700株

純資産 5,250百万円(連結) 4,376百万円(連結)2,567百万円(単体)

総資産 16,465百万円(連結)19,057百万円(連結)12,475百万円(単体)

決算期 3月31日 3月31日 3月31日

従業員数 563名(連結) 457名(連結) 318名(単体)
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中における将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が

判断したものであります。

 

(1) 経営成績の分析

　　　　 当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、一部には景気の底入れ感が見られるものの、昨年来の世界的な金融・経

済危機が実体経済に波及した影響により、企業業績の悪化が進み、雇用・所得環境も依然として厳しさが続くなど、先行

き不透明な状況で推移しました。

　　特に建設業界においては、企業業績悪化の影響から設備投資が、依然、手控えられ、厳しい経営環境が続いてい

ます。

　　　　 このような中、当社グループは多様な工事分野を持つ特性を生かし、電気設備工事、情報通信工事、電力工事、環境工事など

の重要得意先の受注を強化してまいりました。

　　　　 その結果、当社グループの第１四半期連結業績は、完成工事高4,206百万円（前年同四半期比16.9％増）となりました。損益

面においては、前年同四半期のような利益率の高い環境改善工事がなかったものの、重要顧客先の民事再生手続開始申立

に伴い、想定される工事債権等の全額を貸倒引当金に計上することもなかったため、営業損失166百万円（前年同四半期

は230百万円の損失）、経常損失180百万円(前年同四半期は246百万円の損失)、四半期純損失101百万円(前年同四半期は

198百万円の損失)となりました。

　　　　 また、平成21年５月22日に公表しましたとおり本年10月１日を効力発生日として、富士電機Ｅ＆Ｃ株式会社を吸収合併存続

会社、当社と富士電機総設株式会社を吸収合併消滅会社とする吸収合併が決定し、より一層の経営の合理化・効率化及び

収益力の強化を図ってまいります。さらに顧客の幅広いニーズに対応する総合設備工事会社を目指してまいります。現在

は、合併に向けた最終的な調整に入っているところです。

(2) 財政状態の分析

　　①資産

　　流動資産は13,648百万円となり、前連結会計年度末に比べて1,769百万円の減少となりました。これは主に現金及び預金

の1,425百万円、未成工事支出金の450百万円、内線事業における共同企業体の出資金の329百万円の増加等と、受取手形及

び完成工事未収入金の4,076百万円の減少等であります。なお、当社グループの属する建設業界における業績は、完成工事

高の計上が下半期に偏る傾向があるので、当社グループの第１四半期は、前連結会計年度末に計上した売上債権の回収に

より流動資産が減少する傾向があります。

　　固定資産は3,515百万円となり、前連結会計年度末に比べて124百万円の減少となりました。これは主に投資有価証券の80

百万円の減少であります。なお、投資有価証券の減少については売却によるものであります。

　　この結果、総資産は、前連結会計年度末に比べて9.9％減少し、17,163百万円となりました。

　　②負債

　　流動負債は10,589百万円となり、前連結会計年度末に比べて1,797百万円の減少となりました。これは主に支払手形及び

工事未払金の1,195百万円、短期借入金の692百万円の減少等であります。

　　固定負債は2,343百万円となり、前連結会計年度末に比べて47百万円の増加となりました。これは主に退職給付引当金の

50百万円の増加であります。

　　③純資産

　　純資産合計は4,231百万円となり、前連結会計年度末に比べて144百万円の減少となりました。これは主に利益剰余金の

139百万円の減少であります。

 

(3) キャッシュ・フローの状況

　　当第1四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は4,614百万円となり、前連結会計年度末より1,407百万円増加

しました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

　　(営業活動によるキャッシュ・フロー)
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　　営業活動による資金の増加は2,050百万円となりました。これは主に仕入債務の減少及び未成工事支出金の増加があった

ものの、それ以上に売上債権の減少が大きかったことによるものであります。

　　なお、前年同四半期に比べ資金は1,315百万円の増加となりました。これは主に前連結会計年度末の売上債権が多かった、

特に進行基準対象工事の完成工事未収入金が多かったことによるものであります。

　　(投資活動によるキャッシュ・フロー)

　　投資活動による資金の増加は91百万円となりました。これは主に定期預金の預入による支出があったものの、それ以上に

投資有価証券の売却による収入が大きかったことによるものであります。

　　なお、前年同四半期に比べ資金は92百万円の増加となりました。これは主に定期預金の預入による支出が少なかったこと

によるものであります。

　　(財務活動によるキャッシュ・フロー)

　　財務活動による資金の減少は733百万円となりました。これは主に短期借入金の返済による支出によるものであります。

　　なお、前年同四半期に比べ資金は840百万円の減少となりました。これは主に有利子負債の圧縮、特に短期借入金の返済に

よる支出が多かったことによるものであります。

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　　当第１四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた

課題はありません。

(5) 研究開発活動

　　研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

(6) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

　　当社グループを取り巻く事業環境は、収益に関連する素材関係は底値になっているようだが、電線（銅ベース）は上昇傾

向にあります。当社グループの属する建設業界における業績は、完成工事高の計上が下半期に偏る傾向があることから、

第２四半期の業績見通しは変更していません。

　　なお、当社は、富士電機Ｅ＆Ｃ株式会社を吸収合併存続会社、当社と富士電機総設株式会社とを吸収合併消滅会社として、

平成21年10月１日を効力発生日とする吸収合併が決定しましたので、平成22年３月期の通期業績予想は公表していませ

ん。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等につい

て、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

また、当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 35,000,000

計 35,000,000

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成21年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年８月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 12,877,50012,877,500
東京証券取引所
(市場第二部)

単元株式数1,000株

計 12,877,50012,877,500― ―

 

(2) 【新株予約権等の状況】

　　該当事項はありません。

 

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成21年４月１日～
平成21年６月30日

― 12,877― 1,817 ― 1,391

 

(5) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握していません。
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(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができませんので、直前の基準日である平成21年３月31日の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

平成21年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

12,874,000
12,874 ―

単元未満株式
普通株式

3,500
― ―

発行済株式総数 12,877,500― ―

総株主の議決権 ― 12,874 ―

(注)　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株含まれており、「議決権の数」

の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数が1個含まれています。

 

② 【自己株式等】

平成21年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―

 

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

 

月別
平成21年
　４月

 
　５月

 
　６月

最高(円) 148 182 182

最低(円) 88 137 156

(注)　株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

 

３ 【役員の状況】

　　 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24年建設

省令第14号)に準じて記載しています。

なお、前第１四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年６月30日まで)は、改正前の四半期連結財務諸

表規則に基づき、当第１四半期連結会計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)及び当第１四半期連

結累計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成

しています。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結累計期間(平成20年４月１日から

平成20年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表について、また、当第１四半期連結会計期間(平成21年４月１日

から平成21年６月30日まで)及び当第１四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)に係

る四半期連結財務諸表ついて、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けています。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,082 3,656

受取手形・完成工事未収入金 ※2
 6,084

※2
 10,160

未成工事支出金 1,771 1,321

繰延税金資産 188 141

その他 553 188

貸倒引当金 △31 △50

流動資産合計 13,648 15,417

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1
 919

※1
 930

機械装置及び運搬具（純額） ※1
 30

※1
 33

土地 1,513 1,513

その他（純額） ※1
 56

※1
 62

有形固定資産計 2,519 2,539

無形固定資産 70 78

投資その他の資産

投資有価証券 418 499

長期貸付金 6 6

繰延税金資産 403 410

その他 183 196

貸倒引当金 △86 △91

投資その他の資産計 925 1,021

固定資産合計 3,515 3,640

資産合計 17,163 19,057

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金 4,481 5,676

短期借入金 4,699 5,391

未払法人税等 21 113

未払費用 294 413

未成工事受入金 795 589

完成工事補償引当金 8 8

その他 288 193

流動負債合計 10,589 12,386

固定負債

社債 16 16

長期借入金 666 666

退職給付引当金 1,585 1,535

役員退職慰労引当金 74 77

固定負債合計 2,343 2,295

負債合計 12,932 14,681
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,817 1,817

資本剰余金 1,391 1,391

利益剰余金 962 1,102

自己株式 △0 △0

株主資本合計 4,171 4,311

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 26 29

評価・換算差額等合計 26 29

少数株主持分 33 35

純資産合計 4,231 4,376

負債純資産合計 17,163 19,057
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

完成工事高 3,599 4,206

完成工事原価 3,254 3,879

完成工事総利益 344 326

販売費及び一般管理費 ※1
 575

※1
 493

営業損失（△） △230 △166

営業外収益

受取利息 2 0

受取配当金 7 5

その他 4 5

営業外収益合計 14 12

営業外費用

支払利息 30 25

その他 － 0

営業外費用合計 30 26

経常損失（△） △246 △180

特別利益

投資有価証券売却益 25 32

貸倒引当金戻入額 7 25

特別利益合計 32 57

特別損失

固定資産売却損 3 －

投資有価証券売却損 － 1

特別損失合計 3 1

税金等調整前四半期純損失（△） △216 △124

法人税、住民税及び事業税 7 17

法人税等調整額 △27 △41

法人税等合計 △19 △23

少数株主利益 1 0

四半期純損失（△） △198 △101
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △216 △124

減価償却費 28 27

のれん償却額 1 1

退職給付引当金の増減額（△は減少） 38 50

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 6 △2

受取利息及び受取配当金 △9 △6

支払利息 30 25

投資有価証券売却損益（△は益） △25 △31

有形固定資産売却損益（△は益） 3 －

売上債権の増減額（△は増加） 3,733 4,076

未成工事支出金の増減額（△は増加） △1,229 △450

仕入債務の増減額（△は減少） △1,847 △1,195

未成工事受入金の増減額（△は減少） 624 206

未払消費税等の増減額（△は減少） △74 △50

その他 △34 △363

小計 1,028 2,163

利息及び配当金の受取額 9 6

利息の支払額 △25 △19

法人税等の支払額 △277 △100

営業活動によるキャッシュ・フロー 734 2,050

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △7 △1

有形固定資産の売却による収入 0 －

投資有価証券の取得による支出 △0 △0

投資有価証券の売却による収入 131 110

長期貸付金の回収による収入 0 0

定期預金の預入による支出 △112 △17

無形固定資産の取得による支出 △11 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △0 91

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 161 △673

長期借入金の返済による支出 △13 △20

配当金の支払額 △38 △38

少数株主への配当金の支払額 △2 △2

財務活動によるキャッシュ・フロー 106 △733

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 841 1,407

現金及び現金同等物の期首残高 4,293 3,206

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 5,135

※1
 4,614
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

当第１四半期連結会計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

　　　該当事項はありません。

 

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 

当第１四半期連結会計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

会計処理基準に関する事項の変更

完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更

　請負工事に係る収益の計上基準については、従来、請負金額100百万円以上かつ工

期１年超の工事については工事進行基準を、その他の工事については工事完成基準

を適用しておりましたが、「工事契約に関する会計基準」(企業会計基準第15号　平

成19年12月27日)及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適

用指針第18号　平成19年12月27日)を当第１四半期連結会計期間より適用し、当第１

四半期連結会計期間に着手した工事契約から、進捗部分について成果の確実性が認

められる工事については工事進行基準(工事の進捗率の見積りは原価比例法)を、そ

の他の工事については工事完成基準を適用しております。

なお、上記会計基準及び適用指針の適用に伴う影響は軽微であります。

 

【簡便な会計処理】

 

当第１四半期連結会計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

　法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

　法人税等の納付金額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重

要なものに限定する方法によっています。

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境

等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計

年度において使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利用する方法

によっています。

 

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第１四半期連結会計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

 

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額　　2,320百万円

※２　受取手形割引高　　　　　　　　　　113百万円

※１　有形固定資産の減価償却累計額　　2,300百万円

※２　受取手形割引高　　　　　　　　　　206百万円

 

(四半期連結損益計算書関係)

第１四半期連結累計期間

 

前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

役員報酬　　　　　　　　 47百万円

従業員給料手当　 　　　 240百万円

退職給付費用　　　　　　 19百万円

役員退職慰労引当金繰入額　6百万円

法定福利費　　　　　　　 39百万円

貸倒引当金繰入額　　　　 53百万円

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

役員報酬　　　　　　　　 42百万円

従業員給料手当　 　　　 201百万円

退職給付費用　　　　　　 19百万円

役員退職慰労引当金繰入額　5百万円

法定福利費　　　　　　　 38百万円

貸倒引当金繰入額　　　　  2百万円

　２　当社グループの売上高は、主たる事業である建設事

業において、契約により工事の完成引渡しが第4四

半期連結会計期間に集中しているため、第1四半期

連結会計期間から第3四半期連結会計期間における

売上高に比べ、第4四半期連結会計期間の売上高が

著しく多くなるといった季節的変動があります。

　同左

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

 

前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 5,748百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △612百万円

現金及び現金同等物 5,135百万円
　

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 5,082百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △467百万円

現金及び現金同等物 4,614百万円
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(株主資本等関係)

当第１四半期連結会計期間末(平成21年６月30日)及び当第１四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成

21年６月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 12,877,500

 

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 642

 

３　新株予約権等に関する事項

　　　該当事項はありません。

 

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年６月26日
定時株主総会

普通株式 38 3.00平成21年３月31日平成21年６月29日利益剰余金

 

　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生

日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　　　

　　　　該当事項はありません。

 

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありま

せん。

 

(デリバティブ取引関係)

該当事項はありません。

 

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

古河総合設備株式会社(E00270)

四半期報告書

20/25



(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

全セグメントの売上高の合計、営業損失の合計額に占める建設事業の割合がいずれも90％を超えているため、事

業の種類別セグメント情報の記載を省略しています。

 

当第１四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

全セグメントの売上高の合計、営業損失の合計額に占める建設事業の割合がいずれも90％を超えているため、事

業の種類別セグメント情報の記載を省略しています。

 

【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

在外子会社及び重要な在外支店がないため、記載を省略しています。

 

当第１四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

在外子会社及び重要な在外支店がないため、記載を省略しています。

 

【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

海外売上高がないため、該当事項はありません。

 

当第１四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

海外売上高がないため、該当事項はありません。

 

(企業結合等関係)

当第１四半期連結会計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

　　　該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

 

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

  

１株当たり純資産額 326.01円

  

１株当たり純資産額 337.11円

(注)　１株当たり純資産の算定上の基礎

 

項目
当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 4,231 4,376

普通株式に係る純資産額(百万円) 4,197 4,340

差額の主な内訳(百万円)
　少数株主持分

33 35

1株当たり純資産額の算定に用いられ
た普通株式の数（千株）

12,876 12,876

 

２　１株当たり四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

　　第１四半期連結累計期間

 

前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

１株当たり四半期純損失(△) △15.42円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 　　―

１株当たり四半期純損失(△) △7.86円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 　　―

(注)　１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失が計上されており、また、潜在株式が

ないため記載していません。

２．１株当たり四半期純損失の算定上の基礎

 

項目
前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
 至　平成21年６月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失(△)(百万円) △198 △101

普通株式に係る四半期純損失(△)(百万円) △198 △101

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 12,876 12,876

 

(重要な後発事象)

　　　 該当事項はありません。

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

 

平成20年８月13日

古河総合設備株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　布施木　孝　叔　　印

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　村　山　孝　　　　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている古河総合設

備株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間(平成20年４

月１日から平成20年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計

算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを

行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査

の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、古河総合設備株式会社及び連結子会社の平成20年６月30日

現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を

適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告書提出

会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

 

平成21年８月13日

古河総合設備株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　布施木　孝　叔　　印

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　村　山　孝　　　　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている古河総合設

備株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成21年４

月１日から平成21年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)に

係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フ

ロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを

行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査

の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、古河総合設備株式会社及び連結子会社の平成21年６月30日

現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を

適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告書提出

会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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